
気になる中国・東南ｱｼﾞｱ情報2022－10月　 FS中国・東南ｱｼﾞｱ研究会

2022/10/1 経済

2022/10/2 経済

2022/10/2 社会

2022/10/2 経済

2022/10/5 経済

＊韓国の車載電池　北米生産で先手…補助金ﾃｺに中国勢を追う
　　　　　　　　　　　　　 LGｴﾈ、25年までに6工場体制
車載電池世界2位の韓国LGｴﾈﾙｷﾞｰｿﾙｰｼｮﾝは、2025年までに北米で6工場体制を構築する。
米国でEV補助金法が成立したのを追い風に、ﾎﾝﾀﾞなど自動車ﾒｰｶｰとの関係を深めて巨大
市場を取り込む。米中対立が深まる中、北米攻略は最大手の中国・遼寧時代新能源科技
（CATL）の追撃に向けたｶｷﾞとなる。
⦿LGｴﾈは北米で6工場を稼働
　　　　（合：合弁先、（工場）、能：生産能力GWh、稼働時期）
❶自社（ﾐｼｶﾞﾝ州）、能40GWh、稼働❷合：GM（ｵﾊｲｵ）、能35、稼動
❸合：GM(ﾃﾈｼｰ）、能35、23年❹合：GM（ﾐｼｶﾞﾝ）、能50、25年
❺合：ｽﾃﾗﾝﾃｨｽ（ｶﾅﾀﾞ）、能45、24年❻合：ﾎﾝﾀﾞ（米で検討）、能40、25年

＊富豪番付　数のｱｼﾞｱ…『ﾋﾞﾘｵﾈｱ』最多951人「中国資産減へ圧力」
ｱｼﾞｱの富豪が存在感を高めている。資産10億㌦（約1400億円）以上の富豪「ﾋﾞﾘｵﾈｱ」の長者
番付で、ｲﾝﾄﾞの企業経営者ｺﾞｰﾀﾑ・ｱﾀﾞﾆ氏が9月ｱｼﾞｱ人で初めて世界2位になった。ﾄｯﾌﾟ10の
大半は今も米国人ばかりだが、幾つかのﾃﾞｰﾀを点検するとｱｼﾞｱ勢の台頭も浮き彫りになる。
・地域別長者番付（9月29日時点、2400人超のﾋﾞﾘｵﾈｱを集計）
　合計資産は❶北米4.7兆㌦❷ｱｼﾞｱ3.5兆㌦❸欧州2.4兆㌦
　　　　　　　　　人数ではｱｼﾞｱが951人、北米777人、欧州536人
・国別では米国719人、中国440人、ｲﾝﾄﾞ161人、台45、韓28、日27
・習近平が昨年8月に格差是正のｽﾛｰｶﾞﾝ「共同富裕」でｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団の馬雲（ｼﾞｬｯｸ･ﾏｰ）は寄
付などを求められ、保有資産を減らす。

＊中国商用EV、日本専用車…低価格化、国内勢出遅れ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　広西汽車、150万円の軽ﾊﾞﾝ
中国ﾒｰｶｰが商用EVで日本「市場向けの専用車を発売する。広西汽車集団系が2023年、日
本市場向けの専用車を発売する。広西汽車集団系が2023年、日本のEV設計企業と組んで
約150万円の軽自動車のﾊﾞﾝを出し物流企業に売り込む。25年には年約2万台まで生産を増
やす。
日本勢もEVｼﾌﾄを急ぐが、品ぞろえと低価格化で出遅れた。感覚をつく形の中国EVが商用か
ら広がる可能性がある。
・五新能源とASF（日本のEV企画の新興）はSGHD（佐川急便G）で使う車両の供給を順次始
める。
・環境省によると、運輸部門は日本のCO₂排出量の約2割を占める。そのうち4割弱が貨物輸
送だ。各社は商用EV市場に動き出した。

＊韓国、北朝鮮へ反撃力強化…核攻撃抑止で「3軸体系」
　　　　　　　　　　　先制・迎撃・報復　尹氏「韓米同盟で圧倒」
韓国の尹錫悦（ﾕﾝ・ｿﾝﾆｮﾙ）大統領は1日、北朝鮮の核攻撃に対する反撃力の強化を打ち出
した。「対北朝鮮の偵察監視と打撃能力を画期的に補強する」と表明した。北朝鮮は1日、1週
間で4回目となる弾道ﾐｻｲﾙを発射。朝鮮半島の緊張が高まっている。
⦿韓国が目指す「3軸体系」
　●先制攻撃「ﾐｻｲﾙが発射の兆候を探知し、発射地点を破壊」
　　　　　課題：無人機、偵察衛星等、」監視能力の整備
　●迎撃「韓国を狙い発射されたﾐｻｲﾙを空中で破壊」
　　　　　課題：変速軌道の新型ﾐｻｲﾙへの対処
　●報復攻撃：攻撃を受けたとき、相手に総攻撃をかけて報復
　　　　　課題：通常兵器だけでは相手の核使用の抑止が困難

＊中国ｲﾝﾌﾗ大手、成長に影…中交集団、建設費増・市況冷え込みで
　　　　　　　　　　　　　　膨らむ負債、再編急務
中国国有のｲﾝﾌﾗ建設大手、中国交通建設集団が内優外患に晒されている。巨大経済圏構
想「一帯一路」の担い手として海外の港湾や鉄道建設で世界3位に駆けあがったが、海外は
世界的なｲﾝﾌﾚで建設ｺｽﾄが響き負債が膨らみ、国内も不動産市況の冷え込みが響いてい
る。「国策会社」とはいえ、傘下企業の再編や工事採算の改善が急務だ。
・ｲﾝﾌﾗ建設「中国勢、上位に」・・ｲﾝﾌﾗ建設の世界市場では中国勢が躍進。日本勢はｼｪｱが
4.2%で横這い。ﾄｯﾌﾟ5社のうち4社が欧州企業で、中国勢が追い上げている。中国建設が3位
で、6，7，10，11位が中国。
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2022/10/7 医薬

＊ｸﾞﾗﾌﾞ、黒字化へｻﾌﾞｽｸ…配車ｻｰﾋﾞｽ、販促費を圧縮
　　　　　　　　　　　　　　　　　　優良顧客囲い込み
配車大手、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙのｸﾞﾗﾌﾞがｻﾌﾞｽｸﾘﾌﾟｼｮﾝ（定額課金）ｻｰﾋﾞｽの導入に乗り出す。多額の販
売促進費で利用を促す従来ﾓﾃﾞﾙから脱皮し、煩雑に利用する優良顧客を囲い込む戦略。投
資家からの収益改善が強まる中、2024年下半期を目標とする実質黒字化には課題も残る。
⦿各国ごとに異なる特典を用意（ｸﾞﾗﾌﾞのｻﾌﾞｽｸｻｰﾋﾞｽの例）
　・ﾏﾚｰｼｱ＝配車時に評価の高い運転手を優先的に割当て。
　・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ＝日用品や食料品の購入代金を割引き。
　・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ＝後払い決済利用時に割引き。
　・ﾀｲ＝食事宅配の配送料を無料に。
　・ﾌｨﾘﾋﾟﾝ＝買物時に利用できる専用ﾊﾞｳﾁｬｰを提供。

＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱEMS「ｻｯﾄﾇｻ」　欧米需要開拓…低価格と高品質で攻勢
　　　　　　　　　　　　　　　　　調達「脱・中国依存」に的
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの電子機器受託製造ｻｰﾋﾞｽ（EMS)最大手、ｻｯﾄ・ﾇｻﾌﾞﾙｻﾀﾞ（ｻｯﾄﾇｻ）が海外市場の
開拓を本格化する。競合よりも低価格で高品質の製品をつくれるのが強みで、国内市場で強
固な事業基盤を持つ。米中対立や新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍などを背景にｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの見直しが広が
る中、新たな受け皿として多様な顧客を取り込み、東南ｱｼﾞｱの雄を目指す。
・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの月平均の手取り賃金は300㌦程度（4万円超）。1000㌦を超える台湾や中国の半
分以下で、ｲﾝﾄﾞやﾍﾞﾄﾅﾑをも下回る。効果大だ。

＊中国、海外ﾏﾈ-流出続く…債権7ヵ月連続減　株式売り越し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 「ﾛｼｱ不安」も重荷
中国の金融市場からの海外ﾏﾈｰの流出が止まらない。外国人投資家は8月まで7ヵ月連続で
中国債権の保有を減らし、その間に12兆円が流出。株式も9月は単月で売り越しに転じた。景
気の急減速や米中金利の逆転に加え、ﾛｼｱにまつわる地政学ﾘｽｸを警戒する声も根強い。人
民元への売り圧力も強まっている。

＊ﾊﾞｲｵ薬　国内に拠点…富士ﾌｲﾙﾑ　富山県で製造受託
富士ﾌｲﾙﾑは6日、富山県にﾊﾞｲｵ医薬品を開発製造受託（CDMO)する拠点を設けると発表。
投資額は数百億円規模となる見込みで、2026年度に稼働。同社は欧米に7拠点を持つが、国
内拠点を設けるのは初めて。
・富士ﾌｲﾙﾑは11年にﾊﾞｲｵCDMO事業を始めた。米国やﾃﾞﾝﾏｰｸ、英国に拠点を設け、生産能
力を高めてきた。投資総額は8000億円以上。

＊ﾒﾀﾊﾞｰｽ　教育現場に…岐阜女子大・実習で温泉街を再現
　　　　　　　　　　　　　　　　　東京大・中高生向け講座開く
大学の教育現場で仮想空間「ﾒﾀﾊﾞｰｽ」の活用が広がっている。これまで近づきがたいと思っ
ていた大学教授にも学生は気軽に質問できるのが特徴だ。足を踏み入れられない場所も仮
想空間で再現すれば実験や調査が可能になるなど、人材育成や研究活動の幅が広がるそう
だ。
・岐阜女子大学の学生が360度ｶﾒﾗやﾀﾌﾞﾚｯﾄ端末を使い下呂温泉の仮想空間を構築するﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄがｽﾀｰﾄ。ｱﾊﾞﾀｰの行動を分析することで観光需要の調査などに活用出来ると下呂市も
期待する。
・東京大学は9月23日にｵﾝﾗｲﾝのﾒﾀﾊﾞｰｽ工学部を開講した。工学部の女子学生の比率を上
げるため｢ﾒﾀﾊﾞｰｽ効果」を狙う。東大は「ﾒﾀﾊﾞｰｽを作ろう」や「起業入門」など中高生向けの14
講座を用意している。
・長崎大学は技術者を養成する「海洋ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾂｲﾝ構築講座」を始める。ﾛﾎﾞｯﾄなどを使い海底
などのﾃﾞｰﾀを集め、海洋環境や海洋ｴﾈﾙｷﾞｰ等の分野の研究成果を検証する。
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＊中国OPPO、海外停滞…ｽﾏﾎ世界4位　独「撤退」、印では当局圧力
　　　　　　　　　　　　　　　　　中東・ｱﾌﾘｶに活路
ｽﾏﾎ世界4位、中国OPPO（ｵｯﾎﾟ）が海外戦略の練り直しを迫られる。割安さを武器に成長を
続けたが、足元ではﾄﾞｲﾂで事実上の撤退に追い込まれ、ｲﾝﾄﾞでも当局の圧力を受ける。世界
市場の低迷や競合激化、政治問題などで停滞感が漂う中、ｴｼﾞﾌﾟﾄへの新工場をﾃｺに中東や
ｱﾌﾘｶへ活路を見出す。
・OPPOはﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞの通信機器大手ﾉｷｱとの裁判で敗れた。現地報道によると、ﾉｷｱは自社が
持つ通信規格の特許を無断で使っていると提訴。ﾄﾞｲﾂの裁判所は8月、OPPOにｽﾏﾎの販売
を禁じた。
・ｲﾝﾄﾞ政府はOPPOの現地法人について438億ﾙﾋﾞｰ（770億円）に上る「不正な関税回避」を摘
発。他の中国ｽﾏﾎﾒｰｶｰにも資産の差し押さえを実施している。

＊中国成長率3.2%に減速…今年、ｱｼﾞｱ新興国を32年ぶり下回る
　　　　　　　　　　　　　　　　　　不動産・ｺﾛﾅ政策　響く
日経新聞社と日経QUICKﾆｭｰｽがまとめた中国ｴｺﾉﾐｽﾄ調査によると、中国の2022年の国内
総生産（GDP）伸び率の予測平均値は実質で3.2%だった。不動産市場の停滞や新型ｺﾛﾅｳｲﾙ
ｽを抑え込む「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政策で景気の下押し圧力が強まり、政策ﾐｽとの声も出始めた。
⦿ｴｺﾉﾐｽﾄの予測平均値
　【中国の実質成長率】　　　　　　　　　　　　　　　　【人民元の対㌦相場】
　・7～9月（前年同期比）➤3.2%、　　　　　　　　　　　・2022年末➤7.08元
　・7～9月（季節調整済　前四半期比)➤2.9%　　　　・2023年末➤6.94元
　・2022年➤3.2%、・2023年➤4.9%、2024年➤4.7%

＊中国ｻｲﾄ、漏洩の温床に…660社の「社外秘」文書投稿
ﾈｯﾄ検索大手百度（ﾊﾞｲﾄﾞｩ）などが運営する中国の文書共有ｻｲﾄに、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ企業の社外秘文
書が流出していることを発見。ﾄﾖﾀ自動車や米ｱｯﾌﾟﾙなど660超の企業の設計図など。経済安
全保障を揺るがす。
・社外秘とみられる文書が多数見つかったのは「百度文庫」、「豆丁網（docin)」、「同客巴巴
（DOC88）」等中国企業が運営する文書共有ｻｲﾄだ。ﾕｰｻﾞｰが文書ﾌｧｲﾙ」を投稿し、閲覧した
ﾕｰｻﾞｰから金銭やﾎﾟｲﾝﾄを得る仕組みだ。
・少なくとも2019年以降に累計で617の日本の企業や組織、世界の売上高ﾄｯﾌﾟ50の製造系企
業のうち46社で製品の仕様書や設計図など漏洩したとみられる。
・三菱電機は「ｻｲﾄの存在が社内文書の漏洩を誘因するﾘｽｸがある」と言う。官民ともに防衛
策の決め手を欠く。中国で活動する、分部悠介弁護士は「ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾏｰは責任を果たすべき
だ」と話す。

＊ﾛｼｱ燃料、ｲﾝﾄﾞ輸出5.7倍…中国2割増、中東向けも急拡大
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　経済制裁の「抜け道」に
石油やｶﾞｽなどﾛｼｱ産化石燃料の輸出先が大きく変わってきた。ｳｸﾗｲﾅ侵攻開始当時の2～3
月と7～8月を比べると、米欧日が経済制裁で大きく減る一方、中国向けは2割増え、ｲﾝﾄﾞ向け
は5.7倍になった。中東向けも拡大。制裁の「抜け道」となり、ｴﾈﾙｷﾞｰ高騰とともにﾛｼｱ戦費調
達を下支えする構図だ。
・ﾛｼｱ財務省によれば1～6月は1兆3700億㍔（約3兆2000億円）の黒字だったが1～8月では黒
字額が1370億㍔まで縮小したという。夏以降は財政赤字に陥ったと見られ、ﾛｼｱ経済に制裁
の打撃が広がる。
・露の戦費断は、武器の支援の継続と並んで今後の戦況を左右する。

＊中国・ﾐｬﾝﾏｰ　鉄道網着々…雲南で一部開業■越境ﾃｽﾄ相次ぐ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｲﾝﾄﾞ洋へ貨物の大動脈
中国とﾐｬﾝﾏｰを結ぶ鉄道網が着々と進んでいる。中国側では国境近くで新路線の一部が開
業。越境貨物輸送のﾃｽﾄも相次ぐ。ﾐｬﾝﾏｰは中国の広域経済圏構想「一帯一路」の要衝で、
2021年のｸｰﾃﾞﾀｰ後は先進国の援助がほぼ停止した。その間隔をついて中国勢が伸長する
が、ｺｽﾄ高や資金調達環境の悪化など新たな課題も浮上している。
・ﾐｬﾝﾏｰ第2の都市ﾏﾝﾀﾞﾚｰの鉄道駅。中国・重慶市を5月下旬に出発し、電気製品や自動車
部品などｺﾝﾃﾅ60個分の貨物を載せた列車が6月上旬に到着。鉄道を使わない場合に比べて
20日短い15日程度でなる。



2022/10/12 経済

2022/10/12 経済

2022/10/12 経済

2022/10/12 経済

2022/10/13 経済 ＊韓国、「安い電気」に転機…資源高・通貨安→料金17.9%上昇
　　　　　　　 火力頼み、製造立国に影　「ｻﾑｽﾝ　数百億円ｺｽﾄ増」
韓国の電気料金が上昇している。2022年の年間上昇率は17.9%と1980年以来の高い水準に
なる。資源高と通貨安を受けて火力発電中心の韓国電力は22年1～6月期巨額赤字を計上
し、収支改善が急務。半導体や自動車などの産業振興政策として、日本の約6割に抑えられ
てきた韓国の安い電気料金は転機を迎えている。
・電気料金を大幅に値上げの直接的な要因は、世界的な資源価格上昇、さらに対㌦で13年
ぶりのｳｫﾝ安が加わり、資源の輸入ｺｽﾄが膨らんだ。
・韓国の電源構成は石炭火力が34.3%を占め、LNG火力が29.2%、原子力が27.4%だった。韓国
は平地が少なく、日照時間が短い。太陽光発電が少ない。再ｴﾈ比率は7.5%に留まっている。

＊中国新車販売25%増…9月　4ヵ月連続ﾌﾟﾗｽ　取得税半減で
中国汽車工業協会が11日に発表した。9月の中国新車販売台数は、前年同月比25.7%増の
261万台。自動車取得税の「減税などの販売促進策が追い風となり、前年実績を4ヵ月連続で
上回った。通年で3%と予測していた増加率は5%程度まで高まると見ている。
・9月の内訳は乗用車が前年同月比32.7%増、233.2万台。商用車が12.5%減の27.9万台。大幅
な増加率は半導体不足で前年実績が低かった事。
・政府は23年末まで新ｴﾈ車の取得税の免除を継続する方針。
・新ｴﾈ車の伸びを背景に、比亜迪（BYD）が2.6倍の増加率だった。

＊世界経済「失速」2.7%成長…IMF23年予測　下振れ幅ﾘｰﾏﾝ時超す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 欧州、ｾﾞﾛに近づく
世界経済失速するとの見方が強まっている。国際通貨基金（IMF）は11日改定の世界経済見
通しで2023年の成長率見通しを下方修正し、米国と欧州、中国の経済を「失速」と表現。ｲﾝﾌﾚ
抑制への世界的な利上げで、翌年度の予測としてはﾘｰﾏﾝ危機の当初よりも悲観的だ。世界
はｲﾝﾌﾚへの懸念から、経済への落ち込みを警戒する局面に移る。
⦿主要国が軒並み下方修正に（実質経済成長率の見通し）
　　　注：（）内は前回7月見通しからの修正幅
　　　　　　2022年　　2023年　　　　　　　　　　　2022年　　　2023年
　世界　　3.2%（ー）   2.7(▴0.2)          日本　　1.7%(ー)     1.6(▴0.1)
  先進国 2.4%（▴0.1） 1.1(▴0.3)　　　　 新興国  3.7%(0.1)    3.7(▴0.2)
　米国　　1.6%(▴0.7)   1.0(ー)　　　　　 中国     3.2%(▴0.1)  4.4(▴0.2)
　ﾕｰﾛ圏  3.1%(0.5)    0.5(▴0.7)　　　　 ｲﾝﾄﾞ      6.8%▴(0.6)  6.1（ｰ）

＊①衛星通信、過疎地ｶﾊﾞｰ…ｽﾍﾟｰｽX、日本で「ｽﾀｰﾘﾝｸ」開始
　　　　　　法人向けでKDDIと競合・災害に備え、参入相次ぐ
米ｽﾍﾟｰｽXは11日、日本で通信衛星を活用したｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続ｻｰﾋﾞｽ「ｽﾀｰﾘﾝｸ」の提供を始め
たと発表した。ｱｼﾞｱでｻｰﾋﾞｽを展開するのは初めてとなる。国内で提携するKDDIが年内にもｽ
ﾀｰﾘﾝｸと提携電話の基地局を接続するほか、法人への販売を担う。衛星通信を活用し、山間
部や災害時でも高速通信を確保する動きが本格化してきた。

＊②
・日本ではKDDIが年内にもｽﾍﾟｰｽXの衛星を携帯電話基地局の中継回線として活用。山
間部や離島など光ﾌｧｲﾊﾞｰ回線を敷設できない地域では、都市部並みの通信環境が整え
られていない。KDDIは山口県などでｽﾍﾟｰｽXの衛星専用のｱﾝﾃﾅを設置し、衛星経由で
KDDIの基幹網につなぐ。
・ｽﾀｰﾘﾝｸの衛星は高度500㎞程度と従来より地上に近いため、通信速度は100㍋（㍋は
100万）ﾋﾞｯﾄ毎秒以上と既存の衛星通信の約10倍早くなるという。
・公式ｻｲﾄによると、個人向け接続通信機器（30～50ｃｍ）程度のｱﾝﾃﾅ等を7.3万円、
ｻｰﾋﾞｽを月額12300円で提供。ｽﾀｰﾘﾝｸﾞの通信機器を設置すれば、どこでも衛星経由でｲ
ﾝﾀｰﾈｯﾄを使用できる。
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＊台湾主要ＩＴ21.3%増収…9月　新型iPhone支え
世界のＩＴ大手に多くの製品や半導体を供給する台湾ﾒｰｶｰの9月の売上高は好調を維持。同
月から順次発売された新型iPhone向け等の販売を支えに、主要19社の売上高合計は前年同
月比で21.3%増。今後は世界的なｲﾝﾌﾚや中国景気の減速を受け、需要はどこまで続くかが焦
点。
⦿台湾主要ＩＴ各社の9月売上高（億台湾㌦、ｶｯｺ内前年同月比増減率）
　・ﾎﾝﾊｲ「iPhone生産」　8223（40.4%）　・TSMC「半導体生産」2082（36.4）
　・ﾍﾟｶﾞﾄﾛﾝ「iPhone生産」1288（▴13.5）　・ｸｱﾝﾀ「ﾊﾟｿｺﾝ受託」1207（47.0）
　・ﾒﾃﾞｨｱﾃｯｸ「半導体設計」565（18.1）　・UMC「半導体生産」252（34.5）
　・AUO「液晶ﾊﾟﾈﾙ」162（▴50.7）　　　　・南亜科技「DRAM生産」32（▴58.2）

＊英紙世界大学ﾗﾝｷﾝｸﾞ…東大39位・京大68位に後退
⦿世界大学ﾗﾝｷﾝｸﾞ（注：ｶｯｺ内の数字は昨年発表分、英誌ＴＨＥより）
・１（1）ｵｯｸｽﾌｫｰﾄﾞ大（英）・2（2）ﾊｰﾊﾞｰﾄﾞ大（米）・3（5）ｹﾝﾌﾞﾘｯｼﾞ大（英）
・3（4）ｽﾀﾝﾌｫｰﾄﾞ大（米）・5（5）ﾏｻﾁｭｰｾｯﾂ工大（米）・・・・・・・
・16（16）清華大（中）･17（16）北京大（中）・19（21）ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ国大（ｼﾝｶﾞ
　ﾎﾟｰﾙ）・・・・・39（35）東京大・・・・・68（61）京都大
◦上位100位のうち、国・地域別では米国が34校で最多だった。ｱｼﾞｱでは
　中国本土の7校が最も多く、香港が5、韓国が3、日本とｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙが2。

＊②
⦿AIで手術を自動化して医師を支援
　「手術支援ﾛﾎﾞｯﾄ」➤・約70ヵ国で7000台、日本で500台以上導入
　　　・子宮がんや卵巣がん、胃がん、大腸がんなど約70術式で利用
　「AIで進化」➤・手術対象の臓器の動き等を学習。縫合といった難易度の高い動きに対応。・
自動化や支援機能で手術時間が短くなり、扱える症例が増える。・世界的な医師不足の対応
にも

＊日本の半導体復権に挑む…ｿｼｵﾈｸｽﾄ、ﾌﾟﾗｲﾑ上場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　顧客ごとに最適設計
富士通とﾊﾟﾅｿﾆｯｸHDの事業統合が生まれた半導体設計のｿｼｵﾈｸｽﾄが12日、東証ﾌﾟﾗｲﾑ市
場に上場した。初値は公開価格（3650円）5%上回る3835円だった。半導体を巡る事業環境は
需要減速の「冬」の時代に入りつつあるが、自動車やﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰなどの需要が高まる領域で
の成長を探る。日本が取りこぼしてきた先端半導体で、返り咲きはなるか。
・「中期的な成長のﾋﾞｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｰ（展望）が見えてきたﾀｲﾐﾝｸﾞ。このﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙを理解し支えてく
れる株主と次の成長を狙っていきたい」とCEO。

＊台湾、香港から移住拒絶も…中国政府との関係警戒
台湾当局はKPMCの中国法人や貧困のｷｬｾｲﾊﾟｼﾌｨｯｸ航空での勤務経歴がある香港市民の
移住許可申請を却下した。
移民ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄによると、2019年に香港の民主化運動が弾圧された後、香港市民からの居留
許可申請が急増したことを受け、台湾の安全保障当局は審査を強化しているという。
・香港と台北に拠点を構えるｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ会社は「治安締め付けで、19年以降は多くの香港市
民が台湾移住を希望したが、現在は台湾が安全保障を理由に彼らを拒絶している」と指摘。

＊①AI手術　縫合まで自動化…臓器の動き学習、高速で画像処理（米）
　　　　　　　　　熟練医師の不足補う・ｴﾇﾋﾞﾃﾞｨｱ製半導体活用
AIが熟練医師の手術を請け負う日が近づく。米研究ﾁｰﾑは米ｴﾇﾋﾞﾃﾞｨｱの半導体を載せたﾛ
ﾎﾞｯﾄで、全自動でのﾌﾞﾀの腹腔鏡手術に成功。
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ新興は医師の一部の手技を代替するﾛﾎﾞｯﾄを開発。2023年度の製造販売の承認申
請を目指す。医師の高齢化や不足を補い、医療の維持に役立つと期待される。
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2022/1015 経済 ＊中国消費者物価0.6%上昇…9月食品・ｴﾈ除く　1年半ぶり低水準
中国の9月の消費者物価指数（CPI）は、食品とｴﾈﾙｷﾞｰを除くｺｱ指数の上昇率が前年同月比
0.6%と2021年3月以来の低さとなった。食肉消費の6割を占める豚肉の値上がりなどが家計を
圧迫。感染封じ込めを狙う「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政策の下で消費者は先行き不安を拭えず、家計購買力
が弱まっている。CPI全体は2.8%上昇し、2年5ヵ月ぶりの高さを記録した。
・中国人の食卓に欠かせない豚肉価格の値上がりが一因。9月36%、8月の22%からさらに拡
大。野菜、果物、卵類も値上がり大きくなり、食品への支出増がｻｰﾋﾞｽ消費などを押し下げて
いる。
・家計は収入が増えにくいと感じ、財布のひもを固くしている。

＊ｲﾝﾄﾞの車販売　最高…4～9月　ｽｽﾞｷは34%増
ｲﾝﾄﾞ自動車工業会（SIAM）13日発表した2022年4～9月の乗用車販売台数は、前年同期比
40%増の193.6万台だった。半導体不足の緩和などを受けて主要ﾒｰｶｰが軒並み販売を伸ば
し、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ前を含めても同期間として過去最高を更新。10月はﾋﾝｽﾞｰ教の新年「ﾃﾞｨﾜ
ﾘ」を期待。
・ﾒｰｶｰ別では最大手のﾏﾙﾁ・ｽｽﾞｷが34%増の79.4万台。韓国の現代自が18%増の28.5万台。
起亜は49%増の13.1万台。地場大手のﾀﾀ自動車は84%増の27.5万台だった。

＊極小LED　ｺｽﾄ半分…京ｾﾗ、次世代ｽﾏﾎ向け
京ｾﾗは次世代ｽﾏﾎに搭載するﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｰの主要部品を安価に作る方法を開発した。極小の発
光ﾀﾞｲｵｰﾄﾞ（LED）の基盤に高額なｻﾌｧｲｱの代わりにｼﾘｺﾝを使い、ｺｽﾄを1/2以下にする。2026
年3月期の実用化目指す。
ｽﾏﾎやﾃﾚﾋﾞに使われる有機ELの後継として、より色鮮やかで明るく消費電力が少ない「ﾏｲｸﾛ
LEDﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｰ」の普及が見込まれる。
・京ｾﾗはこの極小LEDを低ｺｽﾄで作る方法を開発した。ｼﾘｺﾝ基盤に窒化ｶﾞﾘｳﾑ（GaN）の層を
つくり、ｽﾘｯﾄ上の隙間を空けﾏｽｷﾝｸﾞする。その上に再び成膜すると隙間からﾏｽｸ材の上に薄
いGaN層が伸び、それを剥離して使う。既に特許権の取得を申請。

＊TSMC、設備投資１割減…中国減速、先行きを警戒
　　　　　　 半導体在庫調整「来年前半まで」・7～9月は純利益最高
半導体大手の台湾積体電路製造（TSMC)は13日、2022年7～9月期の売上高、純利益ともに
四半期として過去最高を更新したと発表。米ｱｯﾌﾟﾙの新型iPhone向けなどの出荷が好調だっ
た。ただ半導体市場は世界的なｲﾝﾌﾚや中国経済の減速を受けて不透明感が増しており、通
期予想の設備投資額を1割削減した。
・年初から進めた受託生産の値上げや、為替の米㌦高・台湾㌦安も、売上高や利益の押し上
げ要因となった。
・魏哲家CEOは「ｽﾏﾎやﾊﾟｿｺﾝの需要が落ち込み、当社顧客の在庫調整が続いている。調整
は23年前半まで続くだろう」と述べ、警戒感を示す。

＊ｲﾝﾄﾞの祭事商戦　活況…消費回復、5Gｽﾏﾎ目玉
　　　　　　　　　　　　　　　　　 中国系浸透　規制の芽
ﾋﾝｽﾞｰ教の新年を控えたｲﾝﾄﾞで、祭事商戦に活気が戻ってきた。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染減少
で消費が回復しており、支出額はｺﾛﾅ前の2019年に迫る見通し。目玉は今年から始まる高速
通信規格「5G」ｻｰﾋﾞｽで、ｽﾏﾎ商戦に注目が集まる。市場で過半のｼｪｱを握るのは中国勢で、
足元でも引き合いが強い。ｲﾝﾄﾞ政府が中国企業に圧力を強める中、ｽﾏﾎ販売にも波及する恐
れがある。
・ｲﾝﾄﾞではﾋﾝｽﾞｰ教の新年「ﾃﾞｨﾜﾘ」が下旬にあり、ほかの祝祭も含めて9月から10月を中心に
祭事商戦の時期に突入している。

＊先島諸島にｼｪﾙﾀｰ検討…政府、来年度に設置調査へ
                                        台湾有事など想定
政府は沖縄県・先島諸島にﾐｻｲﾙ攻撃などから住民の身を守るｼｪﾙﾀｰの設置を検討する。台
湾有事になれば地理的に台湾に近い先島諸島は巻き込まれる懸念がある。2023年度にｼｪﾙ
ﾀｰに必要な機能や設備などを調べ、設置の可否を判断する。
・中国が軍事侵攻する台湾有事は現実味を帯びる。一方で台湾から110㎞しか離れていない
与那国島の住民を有事にどう守り、どう退避させるのかといった議論はほとんど進んでいな
い。石垣市や与那嶺町などでつくる八重山市町会は7月、ｼｪﾙﾀｰの整備を求める要望書を県
に提出。
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＊①習氏、分断にらみ「強国」急ぐ
16日の中国共産党大会の活動報告で、習近平総書記は「強国」建設への意欲を前面に出し
た。中長期的な世界の分断をにらみ」、海外に依存しない先端技術の開発や高度人材の育
成を急ぐ
❶製造強国＝「革新技術の争奪戦に勝利せよ」
　習氏は今後5年間の重要目標で、海外に依存しないﾊｲﾃｸ技術開発を加速することを掲げ
た。技術力を持つ中小零細企業の成長を促し、優秀なｴﾝｼﾞﾆｱなど高度な人材の育成でも国
際的に優位に立てる「製造強国」を目指す。中国の半導体自給率は2022年時点で26%。この
10年で20㌽近く高まったとはいえ、海外の技術への依存は続く。

＊②
・足元では海外向け販売がさらに勢いづいている。越境EC支援で国内最大手のBEENOSが
持つ国内3千社以上のﾃﾞｰﾀによれば、22年1～6月の販売額指数は20年同期比で8割増え
た。5円比で3.7倍だ。背景にあるのは円安。今回はｱｸｾｻﾘｰや時計など「高額の嗜好品が売
れている」（同社の直井聖太社長）。各国通貨で見た日本製品の割安感が強まっている。米国
の越境EC利用者の26%で日本製品の購入頻度と購入額が増えている。
・中小企業の海外展開が進めば、稼ぐ力の底上げに繋がる可能性がある。経済財政白書の
分析によると、輸出を始めた企業は始めなかった企業よりも生産性が改善する傾向にある。
第一生命経済研究所の熊野首席ｴｺﾉﾐｽﾄは「越境ECは中小企業が偉業構造や経営を変革す
る好機になる」

＊①越境EC　円安で再脚光…日本製人気　中小に商機「2年で8割増」
越境ECによる海外への商品販売が急増している。急速な円安が追い風となり、中小企業が
参入する動きが広がる。2021年には米中向け輸出額の約1割に相当する規模に成長。
・経済産業省によると個人向け越境ECの販売額は21年に中国向けが前年比10%増の2兆
1382億円、米国向けが26%増の1兆2224億円。米中は越境ECの2大主要国、越境ECは20万
円超の取引がなければ貿易統計に反映されない。明確さはないが、一定の市場に成長した
ようだ。

＊②
❷共同富裕＝「低所得者の収入を底上げする」
　習氏が国内の経済社会政策として」重きを置いたのが、格差の縮少を目指す。「共同富裕
（共に豊かになる）」政策だ。税や社会保障を通じた分配の強化で低所得者の収入を底上げ
し、4億人超とされる中間所得層を増やす。中国では都市内の格差が広がる。世帯ごとの一
人当たりの可処分所得を見ると、上位2割と下位2割は6.1倍の開き。15年の5.3倍から拡大傾
向にある。とくに住宅を「持てる者」と「持たざる者」との格差は大きい。若い世代に、少子化を
加速させている。
　・経済成長が鈍って税収が伸び悩めば、分配強化は容易ではない。分配強化の名の下で民
間企業への統制を強めれば一段と停滞する。

＊③
❸大国外交＝「中国式現代化を、新たな選択肢として人類に提供した」
　習氏は活動報告で「中国式現代化」という概念を強調した。「戦争や植民地支配、略奪など
発展途上国を不幸に陥れたかっての現代化の道は歩まない」として、植民地時代の欧米諸国
などとの違いを訴えた。「人類が直面する共通課題の解決に向け、中国の知恵、中国の案、
中国の力を提供する」とし、米欧とは異なる価値観の陣営を構築する考えをにじませた。更に
習氏は「人民民主は社会主義の生命だ」と明記して整備の必要性を指摘。党の統制の下での
民主を訴える。習氏は「強国が弱国を虐げ、だまし取り強奪する」覇権主義により、人類が
「かってない試練」に直面している。中国は「平和外交」を一貫しており、「事柄自体の是非に
基づき立場や政策を定める」と主張。

＊ｳｸﾗｲﾅ向け衛星通信…ﾏｽｸ氏、無償提供継続へ
ｳｸﾗｲﾅに人工衛星を使ったﾈｯﾄ接続ｻｰﾋﾞｽ「ｽﾀｰﾘﾝｸ」を無償提供している。米ｽﾍﾟｰｽX創業者
のｲｰﾛﾝ・ﾏｽｸ氏は15日、同国政府への資金提供を続ける考えを表明した。14日には今後の
費用を米国防総省に請求したことが明らかになり、一部で強欲ではないかとの批判を招い
た。
・15日付のﾂｲｰﾄの中で「我々はまだ善行を行うべきだ」と述べ、支援を継続する意思を示し
た。
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2022/10/18 経済

2022/10/18 東南ｱｼﾞｱ

2022/10/19 東南ｱｼﾞｱ

＊中国BYD、独仏で乗用EV…ﾊﾟﾘ自動車ｼｮｰ「VW・ﾃｽﾗと競合本格化」
EV世界2位の中国、比亜迪（BYD）は１７日、乗用車のEVを2022年にﾄﾞｲﾂなどで販売すると発
表した。23年にもﾌﾗﾝｽなど欧州主要国に販路を拡大する。中国の長城汽車も新型EVを発
表。年間約120万台のEVを販売する世界2位の欧州市場を巡って、中国勢と独ﾌｫﾙｸｽﾜｰｹﾞﾝ
や米ﾃｽﾗとの競合が本格化する。
⦿22年1～6月期の欧州EV販売順位（販売台数と前年同期比伸率）
　❶VW（独）12.63万台（1%）❷ｽﾃﾗﾝﾃｨｽ（欧州）11.22万台（45%）
　❸ﾃｽﾗ（米）8.49万台（27%）❹現代自動車G（韓）7.91万台（59%）
　❺ﾙﾉｰ・日産（仏・日）7.38万台❻BMWG（独）5.3万台
　❼ﾍﾞﾝﾂ（独）4.48万台➑浙江吉利控股集団（中）1.91万台
　❾上海汽車集団（中）1.91万台（97%）➓ﾌｫｰﾄﾞ（米）1.19万台（2.2倍）

＊①習氏　経済改革避けられず…ﾃﾞｰﾀで見る2期10年
『人口減と高齢化加速』➤平均年齢35⇒38歳に
　中国の名目GDPは2012年には米国の5割だったが、22年には米国の81%に達するとIMFは
予想。33年には米中が逆転するとの試算がある。高速の成長に伴うひずみは各所に表れる。
その一つが人口問題だ。
　・国連の最新推計で人口14億人だが、22年7月1日時点で前年比減少に転じた。「一人っ子」
政策など産児制限のﾂｹで高齢化も加速。平均年齢は12年に35歳未満だったが、22年38歳、
25年後の47年には50歳を上回る見通しだ。習指導部は21年に3人目の出産を認めた。だが、
都市部の生活ｺｽﾄは高止まり、財政面でも子育て支援策は乏しい。

＊比ｱﾎﾞｲﾃｨｽ　ｲﾝﾌﾗ多角化…ｾﾌﾞ空港買収▪ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ参入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 政権の民営路線にらむ
ﾌｲﾘﾋﾟﾝの財閥大手ｱﾎﾞｲﾃｨｽ・Gがｲﾝﾌﾗ事業の多角化に乗り出す。主力のｴﾈﾙｷﾞｰに加えて、
交通やﾃﾞｼﾞﾀﾙ分野の商機を取り込むためだ。250億ﾍﾟｿ（約630億円）を投じて中部ｾﾌﾞの国際
空港を買収し、ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰにも参入した。ﾏﾙｺｽ政権の民営化路線の波に乗りたい考えで、資
材や労働力などｺｽﾄ高への対処が問われる。ｱﾎﾞｲﾃｨｽはPPPに期待する。
・6月末に発足したﾏﾙｺｽ政権はPPP（官民ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ）の活用に意欲的だ。PPPは民間のﾉｳ
ﾊｳや資金を生かして事業を効率化しやすい。企業は運営にも参加すれば長期的な収益が期
待できる。

＊②
『不動産低迷長引く』➤新築面積の減少最大
　中国経済をけん引してきた不動産は、ﾊﾞﾌﾞﾙ抑制を目的とした政府による金融規制の強化と
景気悪化のﾀﾞﾌﾞﾙﾊﾟﾝﾁを受け、市場の調整局面が長引いている。4月の新築住宅の販売面積
は前年同月比42%減と、習指導部が発足した12年以降で最大の減少幅を記録した。中国人民
銀行の調査では、都市部住民の9割超が既に住宅を所有する。主要な住宅購入層とされる25
～34歳の人口は減り続ける。
　・不動産開発が地方財政を潤すという不動産依存型の経済成長ﾓﾃﾞﾙは限界を迎える。地
方財政の破綻ﾘｽｸはこれまで以上に高まる。
　・不動産税の導入を探ってきたが、複数の物件を持つ党幹部の子弟や富裕層の反発が強
く、導入できるか、予断を許さない。

＊③
『都市部の格差拡大』➤若者、失業率最悪の19%
習総書記は20年末、「脱貧困」の達成を宣言した。だが都市部ではﾏﾝｼｮﾝ価格の高騰などを
受けて「持てる者」と「持たざる者」の格差が拡大。15年に5.3倍だった都市内所得格差は足元
で6倍を超す。
・雇用のﾐｽﾏｯﾁも発生し（大学卒等がﾎﾜｲﾄｶﾗｰを望む）、若者失業率は22年7月に19.9%と過
去最悪に達した。21年夏、格差是正を促す「共同富裕」をｽﾛｰｶﾞﾝに掲げ、「所得分配機能を
ﾙｰﾙ化し、富の蓄積ﾒｶﾆｽﾞﾑを作る」という。多くの課題を抱え、解を見つけるのは難しい。

＊ｳﾞｧｰﾚ（ﾌﾞﾗｼﾞﾙ）、ﾆｯｹﾙ増産急ぐ…ｲﾝﾄﾞﾈｼｱに1.2兆円投資
　　　　　　　　　　　　　　　　　　EV普及で需給逼迫
ﾌﾞﾗｼﾞﾙ資源大手ｳﾞｧｰﾚがｲﾝﾄﾞﾈｼｱでﾆｯｹﾙの増産を急いでいる。中国企業と共同で、総額80
億㌦超（1兆2000億円程度）を投じて3つの精錬所を建設する。ﾆｯｹﾙはEVの蓄電池の重要素
材で、ｳﾞｧｰﾚは米ﾌｫｰﾄﾞ・Mやﾃｽﾗといった自動車ﾒｰｶｰとも連携する。ﾆｯｹﾙの生産はｱｼﾞｱが5
割を占め、戦略領域で争奪戦が熱を帯びる中、日本企業の影は薄い。
・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱは2020年から未加工のﾆｯｹﾙ鉱石の輸出を禁じ、自国内に加工工場を建設するな
ど、付加価値を高めることを輸出の条件とした。
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＊中国、政策金融で建設支援…ﾏﾝｼｮﾝやｲﾝﾌﾗ　景気下支え
中国政府が政策金融機関による金融支援に乗り出した。ｲﾝﾌﾗ建設や未完成ﾏﾝｼｮﾝの工事再
開を促す。通貨・人民元の下落を警戒して利下げｶｰﾄﾞを切りにくい中、政策金融を活用して特
定分野に資金を流し、景気を下支えする狙いだ。
・多くの国は設備資金など企業向け融資が伸びているときは景気が良いが、中国では一般的
に企業向け融資が増えるときは景気が悪い。国有企業向け融資が多く、政府が国有銀行を
動員して景気をﾃｺ入れしていることを示すからだ。景気が本格回復かは個人向け融資の伸
びに注目する必要がある。

＊ﾀｲ携帯　2位・3位合併へ…当局承認、ｼｪｱ5割超に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5G 整備へ規模優先
ﾀｲ国家放送通信委員会（NBTC)は20日、携帯通信内2位のﾄｩﾙｰ・ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝと同3位のﾄｰﾀ
ﾙ・ｱｸｾｽ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ（dtac）の合併案を承認した。統合後の顧客ｼｪｱは5割超に達し、上位2
社で9割超に上る。寡占化の懸念も根強い中、それでも反対しなかったのは「5G」整備への期
待がある。統合効果で収益性を改善し、5G事業を主導出来るかが大きな課題だ。

＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ国営石油「ﾛｼｱと製油所建設」…ｼﾞｮｺ政権、中立維持
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ国営石油・ｶﾞｽ大手ﾌﾟﾙﾀﾐｱは、ﾛｼｱ国営の石油会社ﾛｽﾈﾌﾁと組んで製油所建設を進
める方針だ。2023年に最大500億㌦（約7.5兆円）を投じて製油所の建設や拡張を進めるうち、
約半分をﾛｽﾈﾌﾁと共同ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄにあてる。ﾛｼｱとの協業は米欧による制裁ﾘｽｸもはらんでい
る。

＊eｽﾎﾟｰﾂ商戦　東南ｱ企業熱く…試合視聴4000万人に的
　　　　　　　　　　　ｶﾞﾚﾅ＝500万人集め大会、ｸﾞﾛｰﾌﾞ＝ﾌﾟﾛﾘｰｸﾞ支援
ｹﾞｰﾑ対戦競技「eｽﾎﾟｰﾂ」のﾋﾞｼﾞﾈｽが東南ｱｼﾞｱで立ち上がり始めた。巨額の賞金大会で集客
して広告を集めたり、ｹﾞｰﾑの特典を付けた通信料金ﾌﾟﾗﾝを提供したりするなど企業の動きが
加速している。配信される試合動画の視聴人数は4000万人に上り、影響力は高まっている。
外食など異業種の企業もｽﾎﾟﾝｻｰに名を連ね、需要の取り組みを急ぐ。
・ｅｽﾎﾟｰﾂは娯楽の側面が大きく、景気減速等の影響を受けやすい。ｹﾞｰﾑに熱中すればﾌﾟﾚｰ
時間が長くなるため、政府は未成年者に対してｹﾞｰﾑ時間の規制がおこる。継続的に支援をし
続けられるかが、東南ｱｼﾞｱで根付かせるｶｷﾞを握る。

＊香港、人材流出に危機感…新長官施政報告　ﾄｯﾌﾟ大卒にﾋﾞｻﾞ
香港の李家超（ｼﾞｮﾝ・ﾘｰ）行政長官は19日、施政方針演説にあたる施政報告で高度人材を呼
び込む為の政策ﾊﾟｯｹｰｼﾞを発表した。高い年収や高学歴の人向けの新たなﾋﾞｻﾞを創設する。
加速する人材流出に歯止めをかける狙いだ。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ規制は段階的に緩和するとし、
完全撤廃は見送った。
・香港の政策には効果を疑問視する声もある。人材ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ会社、環球管理諮詢の李漢祥
氏は「新卒者を対象としたﾋﾞｻﾞで管理職ﾚﾍﾞﾙの人材流出は防げない」。住宅購入にかかる税
還付も「住宅を借りる際の優遇がなく、魅力的でない」と述べた。

＊中国「成長第一」限界に…数値目標示せず/GDP公表延期
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 政策不況の批判　警戒
中国の「成長第一」路線が限界にさしかかっている。景気回復がもたつくなか、政府は共産党
大会の期間中にGDPの経済統計公表を取りやめた。習近平総書記は16日の活動報告で成
長の数値目標を示せなかった。民間企業への統制強化などで安定成長が揺らいでいる。
・公表延期➤外資の投資意欲をそぐ・・唐突な公表延期は代償も大きい。みずほ証券の上野
泰也氏は「中国は政治の都合を優先する国という印象が強まり、中国への投資意欲をそぐ」

＊中国、茶系飲料「蜜雪」が席巻…低価格強み　国内2万店
　　　　　　　　　　　　　　　　 若者から指示　消費の二極化反映
中国で茶系飲料ﾁｪｰﾝの蜜雪氷城（ﾐｰｼｭｴ）が市場を席巻している。無数の企業が乱立する
中、全土に2万店超を展開。低価格を武器に2位以下との差を広げる。2021年の中国の茶系
飲料市場は6兆円弱と、ｺｰﾋｰ市場の3倍超だ。これまで高価格店が主流だったが、ﾐｰｼｭｴの
台頭は中国経済の停滞に伴う消費の二極化を反映する。
・急拡大のひずみが生まれている。苦情は「虫の混入」、原材料の日付の改ざん、さらに浙江
省では児童労働が発覚し、罰金を科された。
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＊②
・米国をはじめとした西側は、強すぎる習指導部に対して警戒感を増す。中国が世界との協
調をないがしろにすれば、製造強国や供給網に基盤となる市場や供給網の分断につながる。
国家総動員による宇宙開発でいったんは米国を上回った旧ソ連の崩壊の歴史はこれを証明
する。
・3期目に入り、一段と強固な政権基盤を獲得した習指導部の強すぎる力は、かえって中国の
製造強国への道を妨げるﾎﾞﾄﾙﾈｯｸになるかも。

＊①習氏の「革命」世界に問い
・習氏の3期目政権が発足した。中国と世界は大きな節目を迎えた。党の集団指導体制は名
実ともに終わった。台湾海峡も世界2位の経済もその行方はただ一人の指導者が握る。さら
に習氏は民主主義陣営と決別しようとしていることだ。
・習氏の考えは長い間、理想に過ぎなかった。理想を「確信」に変えたのは民主主義陣営の混
乱だ。「世界は100年に1度の大きな局面に直面している。時期は我々に有利だ」。新華社通
信は21年1月、米国で連邦議会議事堂襲撃事件が起きた5日後、習氏が口にしたこんな自負
を伝えた。

＊②
・党大会で習氏は、「ﾏﾙｸｽ主義の中国化と現代化」も掲げた。民主主義は確かに新たな分断
や格差に混乱している。極右勢力が台頭し、政権を担う国も出てきた。民主主義社会で暮ら
す人の数も減る。だが、見落とされている事実がある。資本主義の発展で労働者の貧困が加
速するとﾏﾙｸｽは考えたが、実際は分厚い中間層ができた。原動力は自由に裏打ちされた個
人の力だ。中国にも人口減少や若者の失業等深刻な課題がある。経済成長やｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝなし
では解決できない。個人の力を抑え込む「中国式現代化」では問題を拡大させる可能性があ
る。
・中国への防御を固めつつ、民主主義を鍛え直し、その価値と魅力を再び発信できるか。民
主主義のﾚｼﾞﾘｴﾝｽ（回復力）が問われている。

＊①中国「製造強国」へ難路…もろ刃の統制、見抜く市場
米国に対して「製造強国」を目指す習近平総書記が打ち出した政策が自縄自縛に陥ってい
る。強すぎる習指導部の力が逆に自由競争やｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ（技術革新）を阻害しかねないほか、
製品市場やｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの分断も招き、製造強国への道を妨げる諸刃の剣となる。
・中国の新興企業の成長を阻むのは、政府の協力な統制だ。急成長した民営企業が政府や
国有企業に煙たがれ、幹部らが失脚した事例が枚挙にいとまがない。それがｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの阻
害につながり、海外との格差を呼ぶ。

＊習氏、軍民融合を加速…軍系企業から閣僚登用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　防衛・航空宇宙、米に対抗
3期目入りが確実な中国の習近平指導部は軍民融合を加速する。習氏は開催中の共産党大
会で、ﾊｲﾃｸによる軍隊の現代化をめざす「科技強軍」や「宇宙強国」の建設を進めると強調し
た。時期指導部への抜擢も視野に国有の軍系企業の出身者を閣僚や地方指導者に10人以
上登用する。防衛と航空宇宙で米国と競う。
⦿閣僚などを務める軍系企業出身者
・中国航天科技集団（ﾛｹｯﾄやﾐｻｲﾙなど宇宙開発）➤金壮竜（工業情報化相）、馬興瑞（新彊ｳ
ｲｸﾞﾙ自治区党委書記）、袁家軍（浙江省党委書記）、張慶偉（湖南省党委書記）
・中国航天科工集団（同上）➤張紅文（安徽省副省長）
・中国兵器工業集団（兵器開発）➤張国清（遼寧省党委書記）
・中国兵器工業集団（軍装備品開発）➤唐登傑（民生相）
・中国電子科技集団（軍用等情報技術の開発）➤王志剛（科学技術相）

＊指導部の年齢制限　形骸化…汪洋氏も「68歳定年」前に退任
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　習氏に権力集中加速
中国の李克強首相と汪洋全国政治協商会議主席が、共産党の最高指導部から退くことが固
まった。いずれも67歳。「党大会時に67歳以下は続投、68歳以上は引退」という党指導部の年
齢制限の慣例が事実上撤廃されたといえる。習近平総書記への権力集中が加速する。
⦿共産党の「68歳以上の引退」ﾙｰﾙは形骸化
　『中央委員を続ける人』・習近平（69）党総書記、
　　　　・王毅（今月69）国務委員兼外相、・張又狭（72）党軍事委副主席
　『退任する人』・李克強（67）首相、・汪洋（67）全国政治協商会議主席



2022/10/25 経済

2022/10/25 経済

2022/10/26 経済

2022/10/26 東南ｱｼﾞｱ

2022/10/27 経済

2022/10/27 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ含）

＊韓国LG系に「市況の冬」…7～9月営業赤字最大
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「ﾊﾟﾈﾙ、ｺﾛﾅ特需消失」
ﾊﾟﾈﾙ世界大手の韓国LGﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｰ（LGD）が再び苦境に陥っている。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍に伴う
特需で高騰したﾊﾟﾈﾙ価格が急落し、2022年7～9月期は過去最大の営業赤字に。ﾃﾚﾋﾞ用液晶
ﾊﾟﾈﾙの低迷に加え、頼みのiPhone向け有機ELﾊﾟﾈﾙでも供給の遅れが発生。中国勢の技術
面の追い上げも重なり、長期化しそうな「市況の冬」にLGDが抗う余地はない。

＊ﾊﾞﾝｸﾞﾗ、IMFと支援協議…観光低迷、気候変動対策負担重く
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 南ｱｼﾞｱ、危機連鎖も
ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ経済の先行きに対する懸念が強まっている。国際商品市況の高騰による輸入負
担が増え、足元で外貨準備高が急減する。国土の大部分が低地で洪水などの気候変動ﾘｽｸ
に対する虚弱性も指摘されており、26日から国際通貨基金（IMF）との支援協議を始める。今
年に入り、南ｱｼﾞｱではﾊﾟｷｽﾀﾝやｽﾘﾗﾝｶも相次いで財政危機に見舞われていて、危機が連鎖
する恐れがある。
・ﾊﾟｷｽﾀﾝは6月以降、深刻な洪水に襲われた。国土の3分の1が水没するという被害に見舞わ
れ、今後の先行きに不透明感が増す。

＊海外ﾏﾈｰ　中国から逃避…株：売越額が最大、元：15年ぶり安値
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「改革開放」の後退懸念
外国人投資家の中国売りが膨らんでいる。習近平指導部が異例の3期目に入った翌24日に
外国人の中国本土株の売越額は179億元（約3700億円）と過去最大となった。25日も人民元
やｸﾚｼﾞｯﾄ・ﾃﾞﾌｫﾙﾄ・ｽﾜｯﾌﾟ（CDS）など幅広い市場に外国人売りが波及している。習氏1強体制
となり、金融市場は中国の経済発展をけん引してきた「改革開放」政策の後退を懸念してい
る。
・「改革開放」政策を掲げて経済成長を続けてきた中国の歯車が狂えば世界経済にさらなる
悪影響を与えかねない。

＊東南ｱ、訪日観光に熱視線…ﾀｲ・ｴｱｱｼﾞｱは初運航
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 水際緩和・円安追い風
東南ｱｼﾞｱで訪日観光事業が熱を帯び始めた｡ﾀｲ・ｴｱｱｼﾞｱが日本便の運行を始めたほか、ｼﾝ
ｶﾞﾎﾟｰﾙ航空などが相次ぎ運行再開や増便に動く。中国でｾﾞﾛｺﾛﾅ政策が続く中、2022年は東
南ｱｼﾞｱからの訪日客が地域別で最も多い。日本への個人旅行が解禁されたことに加え、円
安の進行が重なり、訪日客はさらなる増加が見込まれる。

＊中国、「政策不況」脱却に時間…7～9月GDP3.9%増「ｾﾞﾛｺﾛﾅ響く」
中国経済は新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対応の移動制限などによる「政策不況」からの脱却に時間がか
かっている。中国統計局が24日発表した7～9月のGDPは前年同期比3.9%増と、政府が5%台と
見込む潜在成長率を下回った。3期目の習近平政権の発足をうけ香港株式市場では株安が
進むなど経済運営への懸念も強まっている。13年半ぶり安値。
・習指導部の政策が景気回復の勢いをそいでいる。筆頭は新型ｺﾛﾅの蔓延を徹底して抑え込
む「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政策だ。地域ごとに感染が広がるたびに移動制限を強めており、外食や娯楽な
どｻｰﾋﾞｽ業を中心に打撃を受けている。

＊豪でEV電池材料生産…中国・天斉や米ｱﾙﾍﾞﾏｰﾙ、現地企業と
　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾘﾁｳﾑ最大産地に工場
ｵｰｽﾄﾗﾘｱでEV用電池の主要材料の生産が始まった。産出量で豪州が世界首位のﾘﾁｳﾑ鉱石
を生産する地元企業が、電池材への加工に強い中国や米国の大手と連携。これまでは中国
が豪州産鉱石の主な加工地だったが、米中対立や豪中関係の悪化も背景に、各国企業のせ
めぎ合いが激しくなりそうだ。
・人件費や電気料金が高い豪州での加工は収益性が低い。ただEV向けの需要が勃興したこ
とで状況は変わった。更に、鉱山近くで一貫生産に加え「工場の自動化により豪でも競争力の
あるｺｽﾄで操業可能」とみる。



2022/10/27 東南ｱｼﾞｱ

2022/10/28 医薬

2022/10/28 経済

2022/10/29 経済

2022/10/30 経済

2022/10/31 医薬

＊米ﾃｯｸ5社、4社が減益…7～9月「時価総額、1週間で63兆円消滅」
　　　　　　　　　　　　　　　　　 景気減速影響、長期化も
米国経済を牽引してきた米巨大ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ企業の成長に黄信号が灯る。2022年7～9月期は大
手5社のうちｱｯﾌﾟﾙを除く4社が減益、景気減速や競争激化の影響がでた。株式市場では失望
売りが広がり、5社の時価総額の合計は1週間足らずで約4300億㌦（約63兆円）減った.。
⦿米IT大手の2022年7～9月期業績（ｶｯｺ内は増減率、▴はﾏｲﾅｽ）
　・ｱｯﾌﾟﾙ　　　売上901.46億㌦（8%）　純利益207.21億㌦（1%）
　・ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ　　　　501.22（11）　　　　　 　　　175.56（▴14）
　・ｱﾙﾌｧﾍﾞｯﾄ  　　　690.92(6）　　　　　　　　　 139.1　（▴27）
   ・ﾒﾀ　　　　　　　　 277.14(▴4)　　　　　　　　　 43.95 （▴52）
   ・ｱﾏｿﾞﾝ　　　　　 1271.01(15)                     28.72  (▴9)

＊ｴﾈ効率改善、米の半分…生産性も英独に劣後、「省ｴﾈ日本」今は昔
日本の環境立国の看板が揺らいでいる。石油危機後の省ｴﾈﾙｷﾞｰで世界に先駆けたのも今
は昔。GDPをｴﾈﾙｷﾞｰ消費量で割った生産性は2000年前後に欧州に抜かれ、追いつかれな
いまま。温暖化ｶﾞｽの排出削減も低成長と人口減の要因が大きく、ｴﾈﾙｷﾞｰ効率改善の寄与
する割合は米国の半分程度に留まる。再生可能ｴﾈの拡大などで脱炭素と成長を両立する米
欧との違いが鮮明だ。

＊肥満症新薬　開発競う…ﾉﾎﾞﾉﾙﾃﾞｨｽｸ➤欧米で実用化
　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｲｰﾗｲ･ﾘﾘｰ➤治験、最終段階
ﾃﾞﾝﾏｰｸのﾉﾎﾞﾉﾙﾃﾞｨｽｸやｲｰﾗｲ･ﾘﾘｰなどが肥満症を対象にした新薬開発を競っている。従来
の糖尿病治療薬を転用するもので、体重減少効果が期待される。海外では一部実用化され
日本でも承認申請中だ。国内で認められれば、30年ぶりの新薬になる。肥満症薬の世界市場
は2028年に112億㌦（約1兆6500億円）強に拡大する見通しで製薬各社が主導権を争う。
・肥満症治療薬の世界市場は21年の16億㌦から28年は112億㌦強と約7倍に膨らむ見通し。
ｱｰｻｰ・ﾃﾞｨ・ﾘﾄﾙ・ｼﾞｬﾊﾟﾝの平山雄大氏は「肥満症は世界的に患者が増えており巨大な潜在市
場だった。従来の薬剤は課題があったが糖尿病治療薬の転用で市場拡大が予想される」と

＊「一帯一路」象徴　中国ﾗｵｽ鉄道…利用、計画の2割どまり
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「債務のﾜﾅ」の恐れも
東南ｱｼﾞｱのﾗｵｽと中国を結ぶ鉄道の利用が伸び悩んでいる（国際物流の需要が激減したこ
とが低迷の主因とされる）。広域経済圏構想「一帯一路」を象徴する鉄道として中国主導で建
設されたが貨物輸送は計画の2割に留まる。建設費などを中国からの借金で調達していて、
低迷が続けば、重要ｲﾝﾌﾗを押さえられる「債務のﾜﾅ」にはまる。
・中国ﾗｵｽ鉄道は2021年12月に開業した。中国雲南省昆明を起点としてﾗｵｽを縦断し、首都
ﾋﾞｴﾝﾁｬﾝまで約1000㎞。10月にはﾀｲやﾏﾚｰｼｱの鉄道網に接続したほか、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙに延ばす
計画もある。
・ﾗｵｽ経済はｺﾛﾅ、ｲﾝﾌﾚ進行、通貨下落などで落ち込み、さらに国運を懸けた鉄道の利用低
迷で、対外債務返済に窮する可能性が高まっている。担保のﾚｱﾒﾀﾙの鉱山や重要施設を手
放なすことになるのか。

＊武田、今期純利益33%増…円安や消化器系薬好調で
武田薬品工業は27日、2023年3月期の連結純利益が前年比33%増の3070億円になる見通し
と発表。従来予想から150億円上方修正した。
・主力の消化器系疾患治療薬「ｴﾝﾃｨﾋﾞｵ」の販売が米国で伸びているほか、為替の円安も利
益を押し上げる。血漿(けっしょう）分画製剤事業も堅調に推移する。

＊ﾘﾁｳﾑ最高値…中国EV用電池の需要増（昨年末比2倍）
EV用電池の主原料となるﾘﾁｳﾑの指標価格が一段と上昇し、最高値を更新した。最大値であ
る中国の経済対策などでEV生産が急拡大し、特に低価格EVに使う電池向けの需要が伸びて
いる。用途が高級EVの電池に限られるﾆｯｹﾙやｺﾊﾞﾙﾄの価格上昇は鈍く、同じﾊﾞｯﾃﾘｰﾒﾀﾙの
中でﾘﾁｳﾑの独歩高が目立っている。
・豪州の鉱山は低迷期に閉鎖が相次いだ為、増産が本格化するのは23年以降。チリ、南米の
塩湖は環境破壊を懸念する住民の反対運動が強く、大幅な増産は簡単ではないようだ。


